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業務管理体制の整備に関する事項の届出について 

 

１ 業務管理体制の整備と届出 

(1)業務管理体制の整備とは 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下

「障害者総合支援法」という。）及び児童福祉法に基づく事業所等を運

営する事業者は、不正事案の発生防止の観点から、事業運営の適正化を

図るための体制を整備すること（業務管理体制の整備）が義務付けられ、

行政機関（国、県、市町村のいずれか）に届出することとされています。 

 

(2) 業務管理体制の具体的な事項 

① 「法令遵守責任者」の配置（全事業者） 
事業所等職員の法令遵守を確保するための責任者を選任し配置するこ

と。 

② 「法令遵守規程」の整備（事業所数が20以上の事業者） 
法令遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を記載

した「法令遵守規程」を整備すること。 

③ 「業務執行の状況の監査」の実施（事業所数が100以上の事業者） 
「業務執行の状況の監査」を定期的に実施すること。 

  

(3)届出が義務付けられる事業者の種類 

業務管理体制の届出は法律の条文ごとに行います。同一法人であっても、

該当する区分が複数にわたる場合は、該当する区分ごとに届出が必要とな

りますので、注意してください。 

義務づけられる事業者は、次の５区分によります。 

 

【障害者総合支援法に基づくもの】  

ア 指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の設置者 

イ 指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者 

 

【児童福祉法に基づくもの】 

ウ 指定障害児通所支援事業者 

エ 指定障害児入所施設等の設置者 

オ 指定障害児相談支援事業者 
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２ 届出先 

 運営している事業所の所在地により、届出先の行政機関（国、県、市町村）

が異なります。 

 なお、平成 27年 4月 1日の事務移譲により、県から政令市（横浜市、川

崎市、相模原市）、児童相談所設置市（横須賀市）に届出先が変更となる事

業者がありますので、注意してください。 

 

３ 届出の種類 

 ○届出（新規の届出） 

  すべての事業者は届出をすることとなっています。 

届出をしていない事業者は、速やかに届出をしてください。 

 ○変更届 

届出をした事業者は、変更事項があったときに、変更届を提出してくださ

い。 

 ○区分変更届 

  届出先の行政機関が変更となるとき等に提出してください。 

  なお、提出は変更前の届出先と変更後の届出先の双方に行ってください。 

 

  ※ 一度届出を行った事業者は、届出書の更新の必要はありません。変更事

項があったときに、変更届を提出してください。 

   変更届の提出が必要な変更事項は、次のとおりです。 

    ア 法人の種別、名称  イ 主たる事務所の所在地、電話・FAX番号 

    ウ 代表者氏名、生年月日  エ 代表者の住所、職名 

    オ 事業所名称等及び所在地  カ 法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

       キ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

       ク 業務執行の状況の監査の方法の概要 

 ※「事業者」と「事業所」を混同しないように注意してください。 

「事業者」とは、指定を受けている事業所を運営する運営主体で、例えば

社会福祉法人、特定非営利活動法人、株式会社等です。 

 

４ 届出様式等の掲載場所 

 詳細は神奈川県のホームページを確認してください。 

また、届出様式、記入要領等もあわせて掲載しています。ダウンロードし

て使用してください。 

  

≪神奈川県ホームページでの掲載場所≫ 

○神奈川県ホームページ ＞ 産業・働く ＞ 業種別情報 ＞ 

介護・福祉サービス業 ＞ 業務管理体制の整備に関する届出 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f470197/ 

 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f470197/






 

 

 

平成28年３月１日 

 

関係市町村障害福祉主管課長 様 

 

神奈川県保健福祉局 

福祉部 障害サービス課長 

 

 

障害者グループホーム等のスプリンクラー整備対象（平成29年度協議分）に 

係る調査について（依頼） 

 

 

本県の障害福祉行政の推進については、日ごろより格別の御高配を賜り、厚くお礼申し

上げます。 

さて、本県では障害者グループホーム等（以下「グループホーム等」という。）におけ

る平成27年度以降のスプリンクラー設備の整備については、国の補助制度を活用し、順次、

設置促進を図っていくこととしております。 

特に、平成26年度までに設置されたグループホーム等のうち、スプリンクラーの設置義 

務があるにもかかわらず、未設置のものについては、平成30年度以降、消防法上の規定に

従って、罰則等が適用されることとなります。 

このことを踏まえ、消防機関を所管している貴市町村の協力の下、グループホーム等の

実態を踏まえながらスプリンクラーの設置の必要性を適切に把握し、スプリンクラー設備

の設置状況や設置意向等を把握するための調査を実施することとしました。 

つきましては、別添調査要領を参照の上、別添「調査票」により、平成28年４月11日

（月）までに電子メールにて御提出くださるようお願いします。 

なお、スプリンクラー設備が未設置のグループホーム等のうち、障害支援区分４以上の

入居者の割合が５割以上である住居については、原則として、消防機関にも同行を依頼し

た上で、訪問調査を実施していただき、別添「訪問調査票」を併せて御提出くださるよう

お願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

施設福祉グループ 佐藤 

電  話 045-210-1111（内線）4724 

メール shisetsu-2@pref.kanagawa.jp 

 

資料３－２ 

mailto:shisetsu-2@pref.kanagawa.jp


調 査 要 領 

 

１ 調査対象   

県所管域のグループホーム及び短期入所事業所 

ただし、平成27年４月１日以降に新設されたグループホーム等及び、延床面積が 

275㎡以上のグループホーム等又は、平成27年度までにスプリンクラー設備の設置 

が予定されるグループホーム等（該当がある市町村にはスプリンクラー設備補助対 

象施設の一覧を別途メールで送付します）は除く 

 

２ 調査項目  

    事業所概要、入居者の状況、スプリンクラー設備等の設置状況 等 

 

３ 調査基準日  

    平成28年３月１日 

 

４ 調査方法 

①別紙「調査票」により調査を行い、とりまとめは法人、作成は各事業所で行うよう

依頼の上、回収データを県に送付くださるようお願いします。 

②障害支援区分４以上の入居者の割合が５割以上であるグループホーム等については、

原則として、障害福祉主管課から消防機関に同行を依頼し、別紙「訪問調査票」に

より訪問調査を実施し、①と併せてデータを県に送付ください。 

 

５ 提出方法   

電子メール  shisetsu-2@pref.kanagawa.jp 

 

６ 提出期限   

平成28年４月11日（月）【厳守願います。】  

 

７ 調査票の作成方法 

 ①調査票（エクセルファイル） 

調査項目「１ 事業所の概要」の回答については事業所で作成し、「２ 設備の状

況」以降の回答にあたっては、共同生活住居ごとに１枚ずつ「住居」のシートに記

載してくださるようお願いします。住居ごとの回答データが同ファイルの「集計シ

ート」に反映されますので、シートの順番を変える等はしないようお願いします。 

 

②訪問調査票（ワードファイル） 

共同生活住居ごとに調査票を作成してくださるようお願いします。スプリンクラー 

設備の設置対象面積の算定にあたっては、登記や平面図等の資料を元に算出してく 

ださい。また、未設置理由の詳細の確認や設置に向けた今後の対処方針を個別具体 

的に検討し、専門的な見地からの助言について「総合意見」の欄に記載ください。 

なお、訪問調査対象グループホーム等のうち、この調査とは別に各市町村の判断 

により、管轄する市町村の消防本部（職員）と連携の上、実地による防火安全体制 

の点検等を行ったものについては、その際の点検結果や事業者から聞き取った内容 

等を元に、適宜、電話等により不足する情報を聴取した上で訪問調査票を作成する 

こととして差し替えありません。 

※①、②ともに、短期入所事業所については複数のシートのうち１つを用いてご回答

ください。 

mailto:shisetsu-2@pref.kanagawa.jp
































 

 
 

介護賞・社会福祉関係者等表彰とは、県内において多年にわたり介護等の社会福

祉事業に携わり、献身的に働いている方々の業績をたたえ、ご本人を表彰するとと

もに、広く介護に従事する方々の励みとしていただくため、創設された表彰です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28年５～６月に推薦募集を開始しますので、県ホームページ等により 

別途お知らせいたします。 

■問い合わせ先■ 

神奈川県保健福祉局福祉部地域福祉課地域福祉グループ 

電話（045）210-4750  FAX（045）210-8857 

 

【表彰要件】 

（1）施設長、社会福祉法人役員  15年以上 

（2）社会福祉団体等役員     15年以上 

（3）社会福祉施設等従事者    15・20年以上 

(4) ボランティア活動      10年以上 

※（1）～（4）いずれかの要件を満たし、社会福祉の功労により市町村長表彰 

又は、神奈川県社会福祉協議会会長表彰の受賞者かつ、年齢 40歳以上の者 

【表彰要件】 

社会福祉施設等で、生活指導員、介護職員、児童指導員等として介護業務に従事し

ている者 

（1）業務従事期間 20年以上かつ、県内従事期間 10年以上 

（2）年齢 40歳以上 

（3）次のいずれかの表彰を受賞している者 

・神奈川県社会福祉関係者等表彰    ・神奈川県ホームヘルパー表彰 

・指定都市長又は中核市長の社会福祉功労者表彰 

 

 

～神奈川県介護賞～ 

～社会福祉関係者等表彰～ 

 

推 薦 に つ い て 
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 ～若手職員・若手チームの取組みを表彰します！～  

 かながわ福祉みらい賞は、県内の社会福祉施設等において、直接支援業務に携わる

若い福祉従事者で、業務上有益な創意工夫や改善、支援方法の優れた取組み等により、

他の社会福祉施設の目標や模範となるような功績があった方を表彰します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28年５～６月に推薦募集を開始しますので、県ホームページ等により 

別途お知らせいたします。 

■問い合わせ先■ 

神奈川県保健福祉局福祉部地域福祉課地域福祉グループ 

電話（045）210-4750  FAX（045）210-8857 

 

 

  

県内の社会福祉施設等において、利用者の直接支援業務に従事している者又は 

チーム等の団体 

（1）生活指導員、介護職員、児童指導員等に従事している者 

（2）年齢 40歳未満 

（3）在職期間が常勤職員として通算７年以上 

（4）研究発表、地域貢献、人材育成等の取組みにおいて、他の社会福祉施設等

の目標・模範となり、対外的にも顕著な功績があること 

（1）生活指導員、介護職員、児童指導員等を過半数とする団体 

（2）代表者を含む過半数が 40歳未満 

（3）研究発表、地域貢献、人材育成等の取組みにおいて、他の社会福祉施設等

の目標・模範となり、対外的にも顕著な功績があること 

団体表彰要件 

個人表彰要件 

対 象 

推 薦 に つ い て 












